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BEPS行動計画 4： 

利子費用の損金算入に関する

ディスカッションドラフトの

公表  
 

2014年 12月 18日、税源浸食と利益移転（“Base Erosion and Profit 

Shifting”：以下「BEPS」）行動計画の一部として、OECDは行動計画 4

のディスカッションドラフト（以下「ディスカッションドラフト」）を
公表した。これは、利子費用およびこれと経済的には同等の金融取引の
支払の損金算入に関するものである。このディスカッションドラフトで
は、利子費用の損金算入によって生じる税源浸食の問題を解決するため
の以下の 3つの方法について検討を行っている。 

 

・グループ特性に基づく損金算入限度額の設定 

・固定経済比率に基づく損金算入限度額の設定 

・標的を定めた租税回避防止措置 

 

ディスカッションドラフトでは同時に、今後さらに検討を行う必要があ
る領域についてまとめるとともに、行動計画 4がどのようにその他の
BEPS行動計画と関連するか（例えば、行動計画 2のハイブリッドミス
マッチ取決めの効果の無効化に関する提言、行動計画 3の外国子会社合

算税制（CFC税制）に関する提言）についても述べている。なお、この
ディスカッションドラフトでは、利子費用の損金算入に対する移転価格
の観点からの検討は行われていない。この問題については別途検討され
ることになるだろう。 

 

BEPS行動計画に関するその他のディスカッションドラフトと同様に、
上記のディスカッションドラフトも G20/OECD加盟国の総意を表すもの

ではなく、パブリックコメントを求めるために、予備的ながら実質的な
提案を提示することを意図している。 

 

限度額を超える利子費用の損金算入制限に関する提言：“一般的規則” 

 

行動計画 4の目的は、国内外の投資において、利子費用およびこれと経
済的には同等の金融費用の損金算入によって生じる税源浸食の問題に対

処するために、首尾一貫する包括的な解決策を見つけることにある。デ
ィスカッションドラフトは、実際に第三者に支払うのと同額の利子費用
はグループにおいて損金算入を認められるべきであるという、利子費用
の損金算入に関する一般的な原則について認めている。 

 

行動計画の重要な目標は税源浸食の問題に対処することにあるが、どの
ような解決策が最終的に採用されたとしても、それによって生じる市場 
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競争と投資の意思決定の歪みが最小限になるようにしなければならないということを OECDは認めている。このような
歪みは実際に生じる可能性があり、例えば、経済的には類似する取引であっても、資金調達方法が異なることにより、
租税上の結果は異なる可能性がある。 

 

行動計画の作業チームは、税務当局が現在、利子費用の損金算入によって生じる税源浸食の問題に対処するために用い
ているものとして、6つのタイプの規則を挙げている。そのうち 3つのタイプ（第三者および関連者からの借入利率ある
いは借入額を比較する公正取引テスト、源泉税の徴収を通じた徴税権の収入源泉国への配分、事実と状況にかかわらず

に利子費用の一定割合について損金算入を認めない規則）については、非実用的であること、効果的でないことが証明
されたこと、あるいは柔軟性に欠けることを理由として、すでに否認されている。 

 

その他の 3つのタイプの規則については、利子費用の損金算入制限に係る一般的規則の基礎になり得るものとして、検
討が行われている。OECDは、単一あるいは複数の国による租税上の鞘取りのリスクを最小化するための手段として、
一般的規則が広く採用されることを望んでいる。各国は各々の国内税制を考慮した租税回避防止措置を設けることによ
り、一般的規則を補完することができる。 

 

利子費用の損金算入制限に係るグループ全体テスト  

 

グループ全体テストは、グループにおいて損金算入する利子費用の総額が、グループが実際に第三者に支払った利子費用
を超えないように、グループ内における利子費用の純額を経済活動に見合うものにすることを目的としたものである。そ
の他の方法と比べた場合のグループ全体テストの主な利点は、特殊な要因と状況（国、業種あるいはグループ等）を考慮
に入れるという柔軟性と、利子費用の損金算入性をその基礎にある経済活動と結びつけるということにある。一方で、グ

ループ全体テストを行う場合は、グループ全体のデータを集める必要があり、またグループのあるメンバーの不安定性が
その他のメンバーに連鎖的な影響を及ぼす可能性もある。 

 

グループ全体テストには利子配賦テストとグループ比率テストの 2つのタイプがある。理論上、2つのテストの結果は近
いものとなるはずである。一つの重要な問題は、いずれのテストによる場合も、多くのグループにおいて、単体企業での
利子費用の損金不算入の結果として、利子費用の損金算入総額がグループ全体の第三者に対する利子費用の支払額を下回

るだろうということである。この問題は、損金算入していない利子費用を以後の期間に繰り越し、または以前の期間に繰
り戻すことを認め、あるいは追加的に損金算入することを認める規則を定めることによって、部分的に解決できる可能性
がある。 

   

利子配賦テストでは、単体企業の経済活動（収益あるいは資産に基づいて測定する）とグループ全体の状況を比較するこ
とにより、当該企業の利子費用の損金算入限度額を計算する。利子のみなし配賦には強い反対意見があるため、利子配賦
テストは今後さらに考慮されることはないだろう。 

 

グループ比率テストは単体企業の財務比率（例えば、純利子収益比率あるいは純利子資産比率）とグローバルなグループ
のそれとを比較するものである。 

 

一部の事項についてはなお検討中であり、それらには以下が含まれる。 

 

 グループの定義：ディスカッションドラフトでは、会計目的で用いられるグループの定義に傾いている。この定
義による場合、連結財務諸表と現地企業の財務情報を関連のテストの基礎とすることができる。一方で、この定
義によると、連結財務諸表を作成していないグループと企業にコンプライアンス上の負担を課すことになること
も、ディスカッションドラフトでは認めている。また、年度の連結財務諸表に含まれない関連者（“related 

party”）および関係者（“connected party”）の利子が、テストの操作に用いられる可能性があるのではないかと
いう懸念もある。 

 

 第三者利子純額の定義：上記と同じように、ディスカッションドラフトでは会計上の定義を用いる傾向にある。 

 

 経済活動の測定：資産あるいは収益に基づく測定を支持する経済的な議論がある。収益に基づく測定は利子費用
の支払能力と直接的に関連するが、よく変動が生じる。資産に基づく測定は収益に基づく場合よりも利子費用と
の関連性が弱く、複雑な評価の問題（特に内部で生じた資産）にも関わる可能性があるが、より安定性があり、
企業のマネジメントにとってもより容易にコントロールすることができる。 

 

利子費用の損金算入制限に係る固定比率テスト  

 

固定比率テストの前提は、企業は収益、資産あるいは権益の特定割合まで利子費用を損金算入できるが、利益の一部につ
いては課税されることを保証するということである。固定比率テストの主な利点は、自らの財務状況のみに依存し、比較
的運用しやすいということにある。また、このテストは帳簿上の数値よりも税務上の数値に基づくため、納税者に追加的
なコンプライアンスコストが生じることはない。また、グループ全体テストと比べ、より容易にグループ外の企業に対す
る支払を考慮に入れられる可能性がある。ただし固定比率テストは汎用的なものではなく、異なる業種または市場条件下
において柔軟に適用することはできない。税源浸食を防止するための措置としてこのテストが有効か否かは設定される比

率の水準による。現在、いくつかの国で使用されている比率は高すぎ、税源浸食を防止することができないということを



示す証拠がある。 

 

グループ全体テストと同じように、重要なのは関連する比率が貸借対照表に基づく測定に用いられるのか、あるいは収益
に基づく測定に用いられるのかということである。資産に基づく測定は特に、所得に課税しないような国への投資に適す
る可能性がある。例えば、資産に基づくテストを行う際に権益性投資を資産から除くことにより、免税となる配当所得を
得る企業が利子費用の全額を損金算入することを防止することができる。資産の評価の問題はなお重要である。 

 

ディスカッションドラフトでは、歴史的慣例に基づき、収益に基づく測定は EBITDA（利払い・税金・償却前利益）あ
るいは EBIT（利払い・税引前利益）に基づくものと仮定している。この測定による場合、追加的な利子費用は追加的な
課税所得がある場合にのみ損金算入することができる。この方法では免税所得（例えば、配当）を除外することが可能
であり、インバウンド投資にもアウトバウンド投資にも適用することができる。しかしながら、収益は企業がコントロ
ールできない要素の影響をより受けやすいため、貸借対照表科目よりも変動が生じやすい。 

 

複合的アプローチ 

 

ディスカッションドラフトでは、それぞれの利点を生かすために、グループ全体テストと固定比率テストを組み合わせ、
標的を定めた規則（“targeted  rules”）で補完することも検討している。複合的アプローチにおける一般的規則はグルー
プ全体テストまたは固定比率テストのいずれかに基づくものである。このアプローチによる場合、利子費用の小さい企業
は簡単な固定比率テストを適用できる一方、より債務の多い企業はより複雑なグループ全体テストを適用する。このアプ
ローチでは、グループ内の企業が一定程度の利子費用を損金算入することを認めるため、全体として第三者への利子費用
の支払がないグループに対して解決策を提供することができるが、必然的にグループのコンプライアンスコストは増加す

ることになる。 

 

標的を定めた規則の役割 

 

標的を定めた規則（例えば、ステープル証券、過大債務のプッシュダウン、関係者または関連者に対する利子支払等に対
するもの）が必要とされる範囲は一般的規則の最終的な設計次第である。行動計画 4の作業グループが一般的規則の適用

を勧めない場合、標的を定めた規則が必要になるだろう。標的を定めた規則は市場環境や業種が異なっても柔軟に適用す
ることができるが、反応的になることは避けられず、適時に調整することが必要となる。 

 

コンサルテーションの対象とされるその他の事項 

 

利子および経済的に利子と同等の支払の定義：ディスカッションドラフトでは、税源浸食の問題を解決するための規則は
種々の形式の債務によって発生する利子に適用されるものでなければならないと考えており、経済的に利子と同等の金融

取引の支払およびその他の資金調達と直接的に関連する費用も含む。一方で、各国は適切な現地の定義を採用することに
関して一定の自由裁量権を与えられている。経済的に利子と同等の支払とは、企業の資金調達と関連し、かつ実際または
名目の元金に固定比率または変動比率を掛けることによって算出されるものをいう。ディスカッションドラフトでは様々
な例（例えば、ゼロクーポン債のみなし利子）を提供している。 

 

規則が適用される企業：ディスカッションドラフトでは、グループ内における関係者（“connected parties”）（即ち、同
一の支配下にある企業、例えば、同じプライベート・エクイティ・ファンドの投資先企業）の間および関連者（“related 

parties”）（広義には、ハイブリッドミスマッチ取決めに関する行動計画のディスカッションドラフトにおいて提案され
ている 25%所有関係テストに符合する企業）の間で行われる支払にはすべて規則を適用することを提言している。ディス
カッションドラフトでは、納税者と税務機関の双方にとって関連者を明確に識別することは通常難しいため、関連者に関
する情報の入手が困難な場合には、関連関係を有しない企業にも規則を適用する可能性があると述べている 

 

債務と利子のいずれに規則を適用すべきか：広義に、ディスカッションドラフトでは、収益に基づく制限の規則は利子費
用に適用し、資産に基づく制限の規則は債務に適用することを提言している。ディスカッションドラフトは利子費用に制

限をかけるほうがよいと考えており、その場合、制限の規則は収益の測定に基づいたものとなる。その根拠は、利子費用
の損金算入を制限することにより最も直接的に税源浸食リスクに対処できること、債務の水準は会計期間を通じて変動す
るため、一つの企業あるいはグループの平均的な利子費用の水準を表さない可能性があるということである。 

 

企業の利子総額と利子純額のいずれに規則を適用すべきか：提案されている規則は利子総額にも利子純額にも適用するこ
とができる。利子総額に適用するほうが簡単ではあるが、一定の条件を満たす場合には損金不算入となった利子費用を追
加的に損金算入できるとする規定がなければ、二重課税（即ち、債務者企業は利子費用を損金算入できない一方で、債権

者企業は利子収入に対して全額課税される）が生じるリスクがある。一方で、利子純額が小さいことは必ずしも税源浸食
が存在しないことを意味しないにもかかわらず、利子純額に規則を適用するとした場合、利子純額が小さい場合に制限を
かけられない可能性がある。ディスカッションドラフトでは利子純額に規則を適用するほうが望ましいとしている。 

 

リスクが低い場合の適用免除：OECDは中小規模の企業に対する規則の適用を全面的に免除するという考え方を否定して
いる。そのような企業でも多額の債務を有する場合があるからである。OECDは利子純額の最小基準を設定し、企業の利
子費用がこの基準を超えた場合には、すべての利子費用に規則を適用することを提言している。 

 



損金不算入利子の処理：利子費用が損金に算入されないことにより二重課税が生じる可能性がある。ある状況（特に一時
的な状況により損金不算入となる場合）においては、利子費用の損金不算入は不公平な結果を生む可能性がある。源泉税
に関連すること、経済的には利子と同等であるが、実際には利子でない支払も損金不算入額に含まれる可能性があること
から、OECDは損金不算入となる利子費用を配当金とみなすことを好まず、代わりに、利子費用の損金不算入部分あるい
は未使用の控除枠を以後の期間に繰り越す（以前の年度に繰り戻すのではない）ことが望ましいとしている。この場合は
繰越期限を設定することが必要となるだろう。 

 

その他の BEPS行動計画との相互作用：行動計画 4は行動計画 2（ハイブリッドミスマッチ取決め）と相互に関連してお
り、有効な利子制限規則があることにより、各国はハイブリッドミスマッチ取決めによって生じる税源浸食を免れるか
もしれない。OECDは、2つの規則の複合的な効果による二重課税のリスクを最小化するために、ハイブリッドミスマッ
チ取決めを防止する規則を利子制限規則よりも優先して適用すべきであるとしている。有効な利子制限規則はグループ
がより公平に、かつより明確に経済活動と関連づける形で、利子費用をグループ内の企業に配賦することを促すであろ
う。このことは、被支配外国企業（“Controlled Foreign Corporations”：CFC）で発生する利子費用を有効に減じること
にもつながるだろう。利子制限規則と CFCに関する規則を合わせることにより、移転価格規則を補完することにもなる

かもしれない。 

 

スケジュール 

 

ディスカッションドラフトに対するコメントの募集期限は 2015年 2月 6日である。OECDは 2015年 2月 17日にパリでパ
ブリックコンサルテーションの会議を行う予定である。この会議の登録に関する情報は OECDのウェブサイトで取得でき
る。債務に係る移転価格問題を網羅した第二次ドラフトは 2015年に公表される予定であるが、具体的な日程は未定であ

る。行動計画 4に関する最終的な提言は 2015年 12月に公表される予定である。 

 

コメント 

 

ディスカッションドラフトにおける提言は広範囲に影響を及ぼすものであり、G20/OECDがこれらを採用した場合、国際
的な資金調達活動に大きな変化をもたらすだろう。ディスカッションドラフトでは、何らかの方法による配賦をすること

によって、多国籍企業グループにおいて損金算入される利子費用の総額を、第三者からの資金調達コストの範囲に制限す
ることを提言している。このようにグループ全体での損金算入制限を導入することにより、グループ内において損金算入
できない利子費用が大幅に増加する可能性があり、これは望ましくない結果をもたらすものといえる。 

 

ディスカッションドラフトの提言により不利な影響を受ける可能性がある状況には以下が含まれる。 

 

 資金力がある、あるいは借入の少ないグループがグループ内融資によって子会社に資金を提供する場合 

 

 子会社の所在する地域/国において（例えば、外貨管理、利益還流の制限、通商上の制約等の結果として）利子の
プッシュダウンができない場合 

 

 グループの本部において多額の利子費用を損金算入しているが、その経済活動が比較的小さい場合（提案されて
いる方法によれば、本部に配賦される損金算入可能な利子費用は小さくなる） 

 

 グループが規制業種に属する子会社を有し、その規制モデルにより子会社が一定の債務による資金調達を必要と
し、それがグループ内のその他の企業の資金調達状況とは異なる場合 

 

 グループがこれまでに重要な買収を行ったか、今後行うことを予定している場合。例えば、親会社がターゲット
会社を買収するために銀行借入によって資金調達することを選択した場合、銀行借入に係る利子費用を全額損金
算入するために、親会社はその銀行借入を各子会社にプッシュダウンすることを必要とするかもしれない。その
場合、各子会社においてもその利子費用を損金算入できる状況になければならない。実務上は、複数の国におい

て、買収資金を調達するための借入により発生する利子費用の損金算入を制限する規則が設けられている。 

 

グループ全体での利子費用の損金算入を制限する規則は、当年度および将来年度における納税額に不確定性をもたらす可
能性がある。グローバルの財務諸表を入手するまで、各企業で損金算入可能な利子費用を正確に計算することができない
からである。 

 

中国の現行の税法によれば、金融機関以外の企業からの借入に係る利子費用は、金融機関の同じ期間、条件の貸付に係る

利率に基づき計算した額を超えない部分について、損金算入が認められている1。これ以外に、過少資本税制に関する規定
2では、関連者からの借入に係る利子費用の損金算入について規定している。全体としては、過少資本税制は主に関連者か

                                                
1
 《企業所得税法実施条例》第 38条を参照。このほか、2011年 6月 9日に発布された国家税務総局公告 2011年第 34号では、金融機関以外の

企業からの借入の利率が金融機関からの借入の利率と一致しているか否かを判断するための指針を示している。 
2
 過少資本税制に関する規定には《企業所得税法》第 46条、《企業所得税法実施条例》第 119条、財税[2008]121号および《特別納税調整実施

弁法（試行）》（国税発[2009]2号）第 9章が含まれる。 



らの借入の規模に着目して、当該借入に係る利子費用の損金算入を制限するものであり、《企業所得税法実施条例》第 38

条および国家税務総局公告 2011年第 34号は主に適用される利率に着目して、一般的な利子費用の損金算入を制限するも
のである。これらの規定によれば、企業の関連者からの借入の規模が規定の比率を超える場合であっても、適用される利
率および関連者からの借入比率が独立取引の原則に従ったものであることを証明する文書を提出できるならば、規定の比
率を超える部分の借入に係る利子費用についても損金算入できる可能性がある。これは、OECDがディスカッションドラ
フトにおいて説明している“複合的アプローチ”と類似するものである。一方で、ディスカッションドラフトにおいて提
言されているその他の方法（例えば、グループ全体テスト）に対する中国国家税務総局の見解は現時点ではまだ明らかで

はない。 

 

香港の内国歳入庁は《税務条例》第 16（1）条の規定を適用することにより、独立取引の原則に従っていない利子費用の
損金算入を制限することができるが、香港の納税者の受け取る利子収入が、独立取引の原則に基づく水準を下回る場合に
ついての考え方は明らかにされていない3。香港の内国歳入庁は、債務の使用に関わる BEPS行動計画の進捗状況やその他
の国々の反応を注視してくことになるだろう。 

 

利子費用の損金算入制限による経済的な影響が明確に理解され、かつ OECDの最終的な提言が改善されたものとなるため
には、ディスカッションドラフトに対する十分かつ詳細なコメントを企業が OECDに伝えることが重要であるといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                
3 
香港会計準則第 39条にいうみなし利子を含まない。 
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